
 

議案第１１号 

甲賀市附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴  



 

甲賀市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 （甲賀市附属機関設置条例の一部改正） 

第１条 甲賀市附属機関設置条例（平成２５年甲賀市条例第３５号）の一部を次の

ように改正する。 

別表の１の表甲賀市国際化推進委員会の項中「甲賀市国際化推進委員会」を「甲

賀市多文化共生推進委員会」に、「国際化推進計画の策定」を「多文化共生推進

計画の策定及びその推進」に、「１年」を「２年」に改め、同項の次に次のよう

に加える。 

甲賀市地域 

情報基盤の 

あり方審議 

会 

甲賀市地域情報基

盤の今後のあり方

について調査し、審

議すること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有す 

る者 

（３） その他市長が適 

当と認める者 

１０

人以

内 

１年 

第２条 甲賀市附属機関設置条例の一部を次のように改正する。 

別表の１の表甲賀市総合計画審議会の項の次に次のように加える。 

甲賀市市民

参画・協働推

進検討委員

会 

市民参画の推進及

び協働による市民

自治の実現に関し、

必要な事項につい

て調査し、審議する

こと。 

（１） 市民 

（２） 各種団体等の代

表者 

（３） 学識経験を有す

る者 

（４） その他市長が適

当と認める者 

１５

人以

内 

２年 

   付 則 

 この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の規定は同年１０月１

日から施行する。 
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議案第１１号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市附属機関設置条例新旧対照表 

改正案 現行 

（設置等） 

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を設置し、その

担任する事務並びに委員の構成、委員数及び委員の任期は、同表に定

めるとおりとする。 

２～４ （略） 

別表（第２条関係） 

（設置等） 

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を設置し、その

担任する事務並びに委員の構成、委員数及び委員の任期は、同表に定

めるとおりとする。 

２～４ （略） 

別表（第２条関係） 

１ 市長の附属機関 １ 市長の附属機関 

名称 担任する事務 委員の構成 委員数 委員の

任期 

（略） 

甲賀市多

文化共生

推進委員

会 

多文化共生推進計

画の策定及びその

推進について調査

し、審議すること。 

（１） 市民 

（２） 各種団体等の代表者 

（３） その他市長が適当と

認める者 

１０人

以内 

２年 

甲賀市地

域情報基

盤のあり

方審議会 

甲賀市地域情報基

盤の今後のあり方

について調査し、

審議すること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有する者 

（３） その他市長が適当と

認める者 

１０人

以内 

１年 

（略） 
 

名称 担任する事務 委員の構成 委員数 委員の

任期 

（略） 

甲賀市国

際化  

推進委員

会 

国際化  推進計

画の策定         

ああについて調査

し、審議すること。 

（１） 市民 

（２） 各種団体等の代表者 

（３） その他市長が適当と

認める者 

 

 

 

 

１０人

以内 

１年 

（略） 
 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 
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＜第２条関係＞ 

甲賀市附属機関設置条例新旧対照表 

改正案 現行 

（設置等） 

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を設置し、その

担任する事務並びに委員の構成、委員数及び委員の任期は、同表に定

めるとおりとする。 

２～４ （略） 

別表（第２条関係） 

（設置等） 

第２条 執行機関の附属機関として、別表に掲げる機関を設置し、その

担任する事務並びに委員の構成、委員数及び委員の任期は、同表に定

めるとおりとする。 

２～４ （略） 

別表（第２条関係） 

１ 市長の附属機関 １ 市長の附属機関 

名称 担任する事務 委員の構成 委員数 委員の

任期 

甲賀市総

合計画審

議会 

総合計画の策定及びその

推進に関する事項につい

て調査し、審議すること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有

する者 

（３） その他市長が

適当と認める者 

２０人

以内 

２年 

甲賀市市

民参画・協

働推進検

討委員会 

市民参画の推進及び協働

による市民自治の実現に

関し、必要な事項につい

て調査し、審議すること。 

（１） 市民 

（２） 各種団体等の

代表者 

（３） 学識経験を有

する者 

（４） その他市長が

適当と認める者 

１５人

以内 

２年 

（略） 
 

名称 担任する事務 委員の構成 委員数 委員の

任期 

甲賀市総

合計画審

議会 

総合計画の策定及びその

推進に関する事項につい

て調査し、審議すること。 

（１） 市民 

（２） 学識経験を有

する者 

（３） その他市長が

適当と認める者 

 

 

 

 

 

 

 

２０人

以内 

２年 

（略） 
 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

   付 則 

 この条例中第１条の規定は令和４年４月１日から、第２条の規定は同年 

１０月１日から施行する。 



議案第１２号  

甲賀市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。  

令和４年２月１７日  

甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 



甲賀市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

甲賀市個人情報保護条例（平成１６年甲賀市条例第１６号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２号中「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５８号）第２条第３項」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号）第２条第２項」に改め、同条第７号中「独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項」を「個人情報

の保護に関する法律第２条第９項」に改める。 

   付 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１２号参考資料 

甲賀市個人情報保護条例新旧対照表 

改正案 現行 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 個人識別符号 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５７号）第２条第２項                  に規定する個人識別

符号をいう。 

（２） 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５８号）第２条第３項に規定する個人識別

符号をいう。 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

（７） 独立行政法人等 個人情報の保護に関する法律第２条第９項 

                                                  に規定する

独立行政法人等をいう。 

（７） 独立行政法人等 独立行政法人等の保有する個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項に規定する

独立行政法人等をいう。 

（８）～（１４） （略） （８）～（１４） （略） 

   付 則  

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

 



議案第１３号  

甲賀市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を提出する。   

令和４年２月１７日  

甲賀市長  岩 永 裕 貴   



甲賀市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

甲賀市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第２７号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第３号ア（ア）を削り、同号ア（イ）中「特定職に引き続き」を「引き続

いて任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め、同号ア中（イ）

を同号（ア）とし、（ウ）を（イ）とする。 

第１９条中「育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務を

している」を「次に掲げる」に改め、同条に次の各号を加える。 

（１） 育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をして

いる職員 

（２） 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非常勤

職員以外の非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を除く。） 

第２３条を第２５条とし、第２２条の次に次の２条を加える。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２３条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊

娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に

対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承

認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員

が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２４条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１） 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

（２） 育児休業に関する相談体制の整備 

（３） その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

   付 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１３号参考資料 

甲賀市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

（１）及び（２） （略） （１）及び（２） （略） 

（３） 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 （３） 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

 （ア） 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に

引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６月に達する日（以下「１歳６月

到達日」という。）（第２条の４の規定に該当する場合にあっ

ては、２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される

場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び引き続い

て任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に採用

されないことが明らかでない非常勤職員 

（イ） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子

をいう。以下同じ。）が１歳６月に達する日（以下「１歳６月

到達日」という。）（第２条の４の規定に該当する場合にあっ

ては、２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される

場合にあっては、更新後のもの）が満了すること及び特定職に

引き続き                                            採用

されないことが明らかでない非常勤職員 

（イ） 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員 （ウ） 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員 

イ及びウ （略） イ及びウ （略） 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 
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第１９条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る                                                          職

員とする。 

第１９条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、育児短時

間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職

員とする。 

（１） 育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間

勤務をしている職員 

 

（２） 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定

める非常勤職員以外の非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を除

く。） 

 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２３条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその

配偶者が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出

たときは、当該職員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を

知らせるとともに、育児休業の承認の請求に係る当該職員の意向を確

認するための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由とし

て、当該職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければ

ならない。 

 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２４条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるように

するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１） 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

（２） 育児休業に関する相談体制の整備 
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（３） その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

（委任） （委任） 

第２５条 （略） 第２３条 （略） 

   付 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 



 

 
 

議案第１４号 

甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩 永 裕 貴 

 

 

 

 

 



   甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する条例 

 甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３２号）

の一部を次のように改正する。 

 第５条第２項ただし書中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、

「１００分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に改める。 

 付則に次の１項を加える。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

１１ 令和４年６月に支給する議員の期末手当の額は、この条例による改正後の第

５条第２項の規定にかかわらず、この規定により算定される期末手当の額（以下

この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末手

当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額（以下この項において「調整額」と

いう。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となるとき

は、期末手当は、支給しない。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１４号参考資料 

甲賀市議会の議員の議員報酬等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、一般職の職員の例によるものとする。ただし、期

末手当の額の算定に当たっては、甲賀市職員の給与に関する条例（平

成１６年甲賀市条例第３８号）第２１条第２項中「１００分の１２０

 」とあるのは「１００分の１６２．５」とし、同条第４項の期末手

当基礎額は、議員報酬月額及びその議員報酬の月額に１００分の２０

を乗じて得た額を加算した額とする。 

付 則 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

１１ 令和４年６月に支給する議員の期末手当の額は、この条例による改

正後の第５条第２項の規定にかかわらず、この規定により算定される期

末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年

１２月に支給された期末手当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額

（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場

合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しな

い。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

２ 期末手当の額は、一般職の職員の例によるものとする。ただし、期

末手当の額の算定に当たっては、甲賀市職員の給与に関する条例（平

成１６年甲賀市条例第３８号）第２１条第２項中「１００分の１２７．

５」とあるのは「１００分の１６７．５」とし、同条第４項の期末手

当基礎額は、議員報酬月額及びその議員報酬の月額に１００分の２０

を乗じて得た額を加算した額とする。 

   付 則 

 



 

 
 

議案第１５号 

甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例及び甲賀市教育委員会教育長の給与等

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩 永 裕 貴 

 

 

 

 

 



   甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例及び甲賀市教育委員会教育 

長の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 （甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正）  

第１条 甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３５

号）の一部を次のように改正する。  

  第４条ただし書中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１０

０分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に改める。 

  付則に次の１項を加える。 

  （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

 ４３ 令和４年６月に支給する市長等の期末手当の額は、この条例による改正後

の第４条の規定にかかわらず、この規定により算定される期末手当の額（以下

この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末手

当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額（以下この項において「調整額」

という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となると

きは、期末手当は、支給しない。 

 （甲賀市教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正） 

第２条 甲賀市教育委員会教育長の給与等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第

３７号）の一部を次のように改正する。  

  付則に次の１項を加える。  

  （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）  

 １７ 令和４年６月に支給する教育長の期末手当の額は、第４条の規定にかかわ

らず、この規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」

という。）から、令和３年１２月に支給された期末手当の額に１６７．５分の１

０を乗じて得た額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。

この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しな

い。 

   付 則  

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１５号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市特別職の職員の給与等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（給与の額） （給与の額） 

第４条 第２条に掲げる給料以外の給与の額については、一般職に属す

る職員の例（以下「一般職の職員の例」という。）によるものとする。

ただし、期末手当の額の算定に当たっては、甲賀市職員の給与に関す

る条例（平成１６年甲賀市条例第３８号）第２１条第２項中「１００

分の１２０  」とあるのは「１００分の１６２．５」とし、同条第

４項の期末手当基礎額は、給料の月額及びその給料の月額に１００分

の２０を乗じて得た額を加算した額とする。 

付 則 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

４３ 令和４年６月に支給する市長等の期末手当の額は、この条例による

改正後の第４条の規定にかかわらず、この規定により算定される期末手

当の額（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２

月に支給された期末手当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額（以

下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場合に

おいて、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

第４条 第２条に掲げる給料以外の給与の額については、一般職に属す

る職員の例（以下「一般職の職員の例」という。）によるものとする。

ただし、期末手当の額の算定に当たっては、甲賀市職員の給与に関す

る条例（平成１６年甲賀市条例第３８号）第２１条第２項中「１００

分の１２７．５」とあるのは「１００分の１６７．５」とし、同条第

４項の期末手当基礎額は、給料の月額及びその給料の月額に１００分

の２０を乗じて得た額を加算した額とする。 

   付 則 
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＜第２条関係＞ 

甲賀市教育委員会教育長の給与等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

付 則 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

１７ 令和４年６月に支給する教育長の期末手当の額は、第４条の規定に

かかわらず、この規定により算定される期末手当の額（以下この項にお

いて「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末手当

の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額（以下この項において「調整

額」という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額

以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

付 則 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 

 
 

議案第１６号 

甲賀市職員の給与に関する条例及び甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する

条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩 永 裕 貴 

 

 

 

 

 



   甲賀市職員の給与に関する条例及び甲賀市一般職の任期付職員の採用 

   等に関する条例の一部を改正する条例 

 （甲賀市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 甲賀市職員の給与に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３８号）の一部

を次のように改正する。 

  第２１条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０（甲賀市職

員の特殊勤務手当に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３９号）第１９条の規

定により保育士等臨時手当の支給を受けている職員（以下この条において「保育

士等臨時手当支給職員」という。）にあっては、１００分の１２７．５）」に、

「１００分の１０７．５」を「１００分の１００（保育士等臨時手当支給職員に

あっては、１００分の１０７．５）」に改め、同条第３項中「１００分の１２７．

５」を「１００分の１２０（保育士等臨時手当支給職員にあっては、１００分の

１２７．５）」に、「１００分の７２．５」を「１００分の６７．５（保育士等

臨時手当支給職員にあっては、１００分の７２．５）」に、「１００分の１０７．

５」を「１００分の１００（保育士等臨時手当支給職員にあっては、１００分の

１０７．５）」に、「１００分の６２．５」を「１００分の５７．５（保育士等

臨時手当支給職員にあっては、１００分の６２．５）」に改める。 

 （甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成３１年甲賀市条例

第１号）の一部を次のように改正する。 

  第８条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１０

０分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正後の甲賀市

職員の給与に関する条例（第１号イにおいて「新給与条例」という。）第２１条

第２項（同条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）並びに甲賀

市職員の給与に関する条例（以下この項において「給与条例」という。）第２１



条第４項から第６項まで（甲賀市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年甲

賀市条例第２７号）第１６条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）若

しくは第２７条第１項から第３項まで、第５項若しくは第６項又は甲賀市職員の

公益法人等への派遣等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第１９号）第４条及

び第７条の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当の額（以

下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末

手当の額に、同月１日（同日前１月以内に退職した者にあっては、当該退職をし

た日）における次の各号に掲げる職員（給与条例の適用を受ける者をいう。以下

この項において同じ。）の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて

得た額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場合

において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

 （１） 再任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４

第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定に

より採用された職員。以下「再任用職員」という。）以外の職員 次に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれ次に定める割合 

  ア イに掲げる職員以外の職員 １２７．５分の１５ 

  イ 新給与条例第２１条第２項に規定する特定管理職員（次号イにおいて「特

定管理職員」という。） １０７．５分の１５ 

 （２） 再任用職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定める割合 

  ア イに掲げる職員以外の職員 ７２．５分の１０ 

  イ 特定管理職員 ６２．５分の１０ 

 （規則への委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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議案第１６号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市職員の給与に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（期末手当） （期末手当） 

第２１条 （略） 第２１条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１００分の１２０（甲賀市職

員の特殊勤務手当に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３９号）第

１９条の規定により保育士等臨時手当の支給を受けている職員（以下

この条において「保育士等臨時手当支給職員」という。）にあっては、

１００分の１２７．５）を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が５級以上であるもの並びに同表以外の各給料

表の適用を受ける職員でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれ

に相当するもの（これらの職員のうち、規則で定める職員に限る。第

２２条及び付則第１７項において「特定管理職員」という。）にあっ

ては、１００分の１００（保育士等臨時手当支給職員にあっては、１

００分の１０７．５）を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の

期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１００分の１２７．５     

                                 

                                 

                                 

            を乗じて得た額（行政職給料表の適用を受け 

る職員でその職務の級が５級以上であるもの並びに同表以外の各給料 

表の適用を受ける職員でその職務の複雑、困難及び責任の度等がこれ 

に相当するもの（これらの職員のうち、規則で定める職員に限る。第 

２２条及び付則第１７項において「特定管理職員」という。）にあっ 

ては、１００分の１０７．５                    

           を乗じて得た額）に、基準日以前６箇月以内の 

期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該 

各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００ ３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「１００
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分の１２０（保育士等臨時手当支給職員にあっては、１００分の１２

７．５）」とあるのは「１００分の６７．５（保育士等臨時手当支給

職員にあっては、１００分の７２．５）」と、「１００分の１００（保

育士等臨時手当支給職員にあっては、１００分の１０７．５）」とあ

るのは「１００分の５７．５（保育士等臨時手当支給職員にあっては、

１００分の６２．５）」とする。 

分の１２７．５                        

    」とあるのは「１００分の７２．５           

                   」と、「１００分の１０７．

５                           」とあ

るのは「１００分の６２．５                   

          」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

＜第２条関係＞ 

甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２０条の２第１項及び第２１条

第２項の規定の適用については、給与条例第２０条の２第１項中「管

理職員が」とあるのは「甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する

条例（平成３１年甲賀市条例第１号）第２条第１項の規定により任期

を定めて採用された職員（以下「特定任期付職員」という。）が」と、

「当該管理職員」とあるのは「当該特定任期付職員」と、給与条例第

２１条第２項中「１００分の１２０  」とあるのは「１００分の１

６２．５」と読み替えるものする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第２０条の２第１項及び第２１条

第２項の規定の適用については、給与条例第２０条の２第１項中「管

理職員が」とあるのは「甲賀市一般職の任期付職員の採用等に関する

条例（平成３１年甲賀市条例第１号）第２条第１項の規定により任期

を定めて採用された職員（以下「特定任期付職員」という。）が」と、

「当該管理職員」とあるのは「当該特定任期付職員」と、給与条例第

２１条第２項中「１００分の１２７．５」とあるのは「１００分の１

６７．５」と読み替えるものする。 

３ （略） ３ （略） 
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   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正

後の甲賀市職員の給与に関する条例（第１号イにおいて「新給与条例」

という。）第２１条第２項（同条第３項の規定により読み替えて適用

する場合を含む。）並びに甲賀市職員の給与に関する条例（以下この

項において「給与条例」という。）第２１条第４項から第６項まで（甲

賀市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第２７号）

第１６条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）若しくは第

２７条第１項から第３項まで、第５項若しくは第６項又は甲賀市職員

の公益法人等への派遣等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第１９

号）第４条及び第７条の規定にかかわらず、これらの規定により算定

される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、

令和３年１２月に支給された期末手当の額に、同月１日（同日前１月

以内に退職した者にあっては、当該退職をした日）における次の各号

に掲げる職員（給与条例の適用を受ける者をいう。以下この項におい

て同じ。）の区分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得

た額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。

この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、

支給しない。 

 （１） 再任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第
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２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用された職員。以下「再任用職員」という。）

以外の職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定める割合 

  ア イに掲げる職員以外の職員 １２７．５分の１５ 

  イ 新給与条例第２１条第２項に規定する特定管理職員（次号イに

おいて「特定管理職員」という。） １０７．５分の１５ 

 （２） 再任用職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定

める割合 

  ア イに掲げる職員以外の職員 ７２．５分の１０ 

  イ 特定管理職員 ６２．５分の１０ 

 （規則への委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

議案第１７号 

甲賀市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩 永 裕 貴 

 

 

 

 

 



   甲賀市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例  

 甲賀市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１６年甲賀市条例第３９号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条に次の１号を加える。 

 （１７） 保育士等臨時手当 

 第１９条を第２０条とし、第１８条の次に次の１条を加える。 

 （保育士等臨時手当） 

第１９条 保育園及び幼稚園に勤務する職員に、その者の勤務日数又は勤務時間に

応じて１月当たり９，０００円の範囲内で市長が別に定める額を保育士等臨時手

当として支給する。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行し、令和４年２月１日から適用する。 
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議案第１７号参考資料 

甲賀市職員の特殊勤務手当に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（特殊勤務手当の種類） （特殊勤務手当の種類） 

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 

（１）～（１６） （略） （１）～（１６） （略） 

（１７） 保育士等臨時手当  

（保育士等臨時手当） 

第１９条 保育園及び幼稚園に勤務する職員に、その者の勤務日数又は

勤務時間に応じて１月当たり９，０００円の範囲内で市長が別に定め

る額を保育士等臨時手当として支給する。 

 

（委任） （委任） 

第２０条 （略） 第１９条 （略） 

   付 則  

 この条例は、公布の日から施行し、令和４年２月１日から適用する。  

 



議案第１８号 

 甲賀市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 上記の議案を提出する。 

   令和４年２月１７日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



甲賀市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

甲賀市国民健康保険税条例（平成１６年甲賀市条例第４６号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３条の見出し及び第５条の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加える。 

 第５条の２の見出し中「係る」の次に「基礎課税額の」を加え、同条第１号中「第

２３条」を「第２３条第１項」に改める。 

第６条中「賦課期日の属する年の前年の所得に係る」を削る。 

第１３条第１項中「同条」を「その減額後」に改める。 

第２３条中「法第７０３条の５」を「法第７０３条の５第１項」に、「国民健康

保険の被保険者に係る被保険者均等割額」を「国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額」に、「国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額」

を「国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額」に改め、同条に

次の１項を加える。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合における

当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属す

る未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定する金額を減額するも

のとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該

被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

る額を減額して得た額とする。 

（１） 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ３，５４０円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ５，９００円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 ９，４４０円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １１，８００円 

（２） 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定

める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 １，１２５円 



イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 １，８７５円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ３，０００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ３，７５０円 

第２３条の２中「前条の」を「前条第１項の」に、「前条第１号」を「前条第１

項第１号」に、「「総所得金額」」を「「総所得金額及び」」に改め、「次号及び

第３号において同じ。）」の次に「及び」を加える。 

付則第４項中「第２３条」を「第２３条第１項」に、「法第７０３条の５」を「法

第７０３条の５第１項」に改める。 

付則第５項、第６項及び第８項から第１０項までの規定中「第２３条」を「第２

３条第１項」に改める。 

付則第１１項中「第２３条」を「第２３条第１項」に、「「法第３１４条の２第

２項中」を「「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中」に改める。 

付則第１２項から第１５項までの規定中「第２３条」を「第２３条第１項」に改

める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の甲賀市国民健康保険税条例の規定は、令和４年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度以前の年度分の国民健康

保険税については、なお従前の例による。 
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議案第１８号参考資料 

甲賀市国民健康保険税条例新旧対照表 

改正案 現行 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） （国民健康保険の被保険者に係る      所得割額） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る      被保険者均等割額） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） （国民健康保険の被保険者に係る      世帯別平等割額） 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号

の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同

じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属

する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年を経過す

る月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。次号、第７条の３及び第２３条第１項において同じ。）

及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険

者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特

定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。第３号、第７条の３及び第２３

（１） 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号

の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同

じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属

する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年を経過す

る月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。次号、第７条の３及び第２３条   において同じ。）

及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険

者が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特

定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。第３号、第７条の３及び第２３
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条第１項において同じ。）以外の世帯２０，０００円 条   において同じ。）以外の世帯２０，０００円 

（２）及び（３） （略） （２）及び（３） （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、                

  基礎控除後の総所得金額等に１００分の２．４を乗じて算定する。 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に

係る基礎控除後の総所得金額等に１００分の２．４を乗じて算定する。 

（納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第１３条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者には、そ

の発生した日の属する月から、月割をもって算定した第２条第１項の額

（第２３条の規定による減額が行われた場合には、その減額後の国民健

康保険税の額とする。以下この条において同じ。）を課する。 

第１３条 国民健康保険税の賦課期日後に納税義務が発生した者には、そ

の発生した日の属する月から、月割をもって算定した第２条第１項の額

（第２３条の規定による減額が行われた場合には、同条   の国民健

康保険税の額とする。以下この条において同じ。）を課する。 

２～９ （略） ２～９ （略） 

（国民健康保険税の減額）  （国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額

からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６

３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３項本文の後期高齢者

支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が１９万円を超える場合には、１９万円）並びに同条第４

項本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合

算額とする。 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額

からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６

３万円を超える場合には、６３万円）、同条第３項本文の後期高齢者

支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が１９万円を超える場合には、１９万円）並びに同条第４

項本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合

算額とする。 
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（１） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有

する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定す

る給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超

える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公的

年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５第１項に

規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額

の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等

の収入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあ

っては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）

をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条に

おいて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、

４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

（１） 法第７０３条の５   に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有

する者（前年中に法第７０３条の５   に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定す

る給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超

える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公的

年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５   に

規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額

の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等

の収入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあ

っては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）

をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条に

おいて「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、

４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

 １６，５２０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る      被保険者均等割額

  被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

  １６，５２０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る      世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 
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（ア）～（ウ） （略）   （ア）～（ウ） （略） 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について ５，２５０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について ５，２５０円 

エ～カ （略） エ～カ （略） 

（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１

を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき２８万５千円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

（２） 法第７０３条の５   に規定する総所得金額及び山林所得金

額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１

を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者

及び特定同一世帯所属者１人につき２８万５千円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

 １１，８００円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る      被保険者均等割額

  被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

  １１，８００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る      世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア）～（ウ） （略） （ア）～（ウ） （略） 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について ３，７５０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について ３，７５０円 

エ～カ （略） エ～カ （略） 
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（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万円を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

（３） 法第７０３条の５   に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万円を加算した金

額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

  被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

  ４，７２０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る      被保険者均等割額

  被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。）１人について

  ４，７２０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る      世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア）～（ウ） （略） （ア）～（ウ） （略） 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について １，５００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について １，５００円 

エ～カ （略） エ～カ （略） 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後

の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額

（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均

等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、そ
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の減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額か

ら、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額

して得た額とする。 

（１） 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割 

  額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次

に定める額 

 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ３，５４０円  

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ５，９００円  

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 ９，４４０円  

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １１，８００円  

（２） 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の 

被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学

児１人について次に定める額 

 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 １，１２５円  

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 １，８７５円  

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ３，０００円  

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ３，７５０円  

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

第２３条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯

に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例

対象被保険者等である場合における第３条及び前条第１項の規定の適

第２３条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯

に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例

対象被保険者等である場合における第３条及び前条   の規定の適
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用については、第３条第１項中「規定する総所得金額」とあるのは「規

定する総所得金額（第２３条の２に規定する特例対象被保険者等の総所

得金額に給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得につい

ては、所得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額の１００分

の３０に相当する金額によるものとする。次項において同じ。）」と、「同

条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、前条第１項第１

号中「総所得金額及び」とあるのは「総所得金額（次条に規定する特例

対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合において

は、当該給与所得については、所得税法第２８条第２項の規定によって

計算した金額の１００分の３０に相当する金額によるものとする。次号

及び第３号において同じ。）及び」とする。 

用については、第３条第１項中「規定する総所得金額」とあるのは「規

定する総所得金額（第２３条の２に規定する特例対象被保険者等の総所

得金額に給与所得が含まれている場合においては、当該給与所得につい

ては、所得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額の１００分

の３０に相当する金額によるものとする。次項において同じ。）」と、「同

条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、前条   第１

号中「総所得金額  」とあるのは「総所得金額（次条に規定する特例

対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合において

は、当該給与所得については、所得税法第２８条第２項の規定によって

計算した金額の１００分の３０に相当する金額によるものとする。次号

及び第３号において同じ。）  」とする。 

付 則 付 則 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規定す

る公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控

除額（年齢６５歳以上である者に係るものに限る。）の控除を受けた場

合における第２３条第１項の規定の適用については、同条中「法第７０

３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるのは

「法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額（所得税法第３５条第

３項に規定する公的年金等に係る所得については、同条第２項第１号の

規定によって計算した金額から１５万円を控除した金額によるものと

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若し

くは特定同一世帯所属者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規定す

る公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控

除額（年齢６５歳以上である者に係るものに限る。）の控除を受けた場

合における第２３条   の規定の適用については、同条中「法第７０

３条の５   に規定する総所得金額及び山林所得金額」とあるのは

「法第７０３条の５   に規定する総所得金額（所得税法第３５条第

３項に規定する公的年金等に係る所得については、同条第２項第１号の

規定によって計算した金額から１５万円を控除した金額によるものと
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する。）及び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるのは「１２５万円」

とする。 

する。）及び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるのは「１２５万円」

とする。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５項の配当所得等を有する場

合における第３条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等

に係る配当所得等の金額」と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５項の配当所得等を有する場

合における第３条、第６条、第８条及び第２３条   の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の

２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等

に係る配当所得等の金額」と、第２３条   中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合にお

ける第３条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条

の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の譲渡所得を有する場合にお

ける第３条、第６条、第８条及び第２３条   の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する長期

譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条

の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第
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３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の

３第１項又は第３６条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用

により同法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除す

る金額を控除した金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の

金額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林

所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長

期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４項に規定す

る長期譲渡所得の金額」と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する長

期譲渡所得の金額」とする。 

３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の

３第１項又は第３６条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用

により同法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額から控除す

る金額を控除した金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の

金額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「及び山林

所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに控除後の長

期譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４項に規定す

る長期譲渡所得の金額」と、第２３条   中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規定する長

期譲渡所得の金額」とする。 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５項の一般株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条第１

項の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第２３条第１項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２第

５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５項の一般株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条  

 の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第２３条   中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２第

５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 
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（上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２第５項の上場株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条

第１項の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあ

るのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第２３条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」とする。 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２第５項の上場株式等に係る

譲渡所得等を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条

   の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とあ

るのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２の２第

５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第２３条  

 中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡所得又

は雑所得を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条第

１項の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の４第４項に規定する

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡所得又

は雑所得を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条 

  の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の４第４項に規定する
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先物取引に係る雑所得等の金額」と、第２３条第１項中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

先物取引に係る雑所得等の金額」と、第２３条   中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特 

例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の課税の特 

例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５項の事業所得又は雑所得

を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規

定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定する土地

等に係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１

４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３３条の３第５項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」と、第２３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定

する土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５項の事業所得又は雑所得

を有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条   の規

定の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定する土地

等に係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１

４条の２第２項中        「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３３条の３第５項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」と、第２３条   中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定

する土地等に係る事業所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２

項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適用

利子等又は同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等に係る利子

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２

項に規定する特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適用

利子等又は同法第１６条第２項に規定する特例適用利子等に係る利子
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所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第３条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規定の適用については、

第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山

林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項

（同法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合を含

む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第２３条第１項

において「特例適用利子等の額」という。）の合計額から法第３１４条

の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金

額並びに特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」

と、第２３条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並び

に特例適用利子等の額」とする。 

所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第３条、第６条、第８条及び第２３条   の規定の適用については、

第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは「山

林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項

（同法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合を含

む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第２３条    

において「特例適用利子等の額」という。）の合計額から法第３１４条

の２第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金

額並びに特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利子等の額」

と、第２３条   中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並び

に特例適用利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定する特例適用配当等、

同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第１６条第３

項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有

する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規定の

適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同法第１２

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対する相互主義による所得

税等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定する特例適用配当等、

同法第１２条第６項に規定する特例適用配当等又は同法第１６条第３

項に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有

する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条   の規定の

適用については、第３条第１項中「山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４項（同法第１２
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条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。）に規定す

る特例適用配当等の額（以下この条及び第２３条第１項において「特例

適用配当等の額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、

「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用

配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第２３条第

１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当

等の額」とする。 

条第６項及び第１６条第３項において準用する場合を含む。）に規定す

る特例適用配当等の額（以下この条及び第２３条   において「特例

適用配当等の額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、

「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用

配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第２３条 

  中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用配当

等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条

約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定する条約適

用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規定

の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同

条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴

う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年

法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の

２第１０項に規定する条約適用利子等の額の合計額から法第３１４条

の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条

約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定する条約適

用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及び雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条   の規定

の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同

条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴

う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年

法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の

２第１０項に規定する条約適用利子等の額の合計額から法第３１４条

の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所
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得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法

第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額」と、第２３条

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子

等の額」とする。 

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法

第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額」と、第２３条

   中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子

等の額」とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に

規定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する

場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条第１項の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１

２項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第３１４条の２第

２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得

金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する

条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の

２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額」と、第２３条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等

実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額」と

する。 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特

定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に

規定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及び雑所得を有する

場合における第３条、第６条、第８条及び第２３条   の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第１

２項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第３１４条の２第

２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得

金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する

条約適用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条の

２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額」と、第２３条   中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等

実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の額」と

する。 
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付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

 （適用区分）  

２ この条例による改正後の甲賀市国民健康保険税条例の規定は、令和

４年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度以

前の年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

 



議案第１９号 

甲賀市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和４年２月１７日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴  



   甲賀市福祉医療費助成条例の一部を改正する条例 

 甲賀市福祉医療費助成条例（平成１６年甲賀市条例第９０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第３条第２項中「、小中学生」を削り、同項中第１号を削り、第２号を第１号と

し、第３号を第２号とする。 

 第７条第１項中「第３条第２項第２号」を「第３条第２項第１号」に改め、同条

第２項中「第３条第２項第３号」を「第３条第２項第２号」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に受けた医療に係る福祉医療費の助成については、改正

後の甲賀市福祉医療費助成条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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議案第１９号参考資料 

甲賀市福祉医療費助成条例新旧対照表 

改正案 現行 

（助成の範囲） （助成の範囲） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず          、ひとり暮らし高齢寡婦及び第

２条第３号オに規定する者（以下「障害３級該当者」という。）に係

る医療費の助成は、次に掲げるところによるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、小中学生、ひとり暮らし高齢寡婦及び第

２条第３号オに規定する者（以下「障害３級該当者」という。）に係

る医療費の助成は、次に掲げるところによるものとする。 

 （１） 小中学生に係る医療費のうち、入院に係る医療に要する費用

の額及び１２歳に達する日以後最初の３月３１日を経過していない

者の通院に係る医療に要する費用の額については、前項の規定によ

り算出した額を福祉医療費として助成し、１２歳に達する日以後最

初の３月３１日を経過している者の通院に係る医療に要する費用の

額については、助成対象者の属する世帯の世帯主及び世帯員のいず

れもが、前年の所得（１月から７月までの間に受けた医療に係る福

祉医療費については前々年の所得）に係る地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）の規定による市町村民税を課せられていない場合又

は市町村民税の均等割のみが課せられている場合に、前項の規定に

より算出した額を福祉医療費として助成する。 

（１） （略） （２） （略） 

（２） （略） （３） （略） 
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３～５ （略） ３～５ （略） 

（自己負担金等の支払） （自己負担金等の支払） 

第７条 前条第１項に規定する方法により福祉医療費の助成を受ける第

３条第２項第１号に規定するひとり暮らし高齢寡婦については、一部

負担金相当額等を保険医療機関等に支払うものとする。 

第７条 前条第１項に規定する方法により福祉医療費の助成を受ける第

３条第２項第２号に規定するひとり暮らし高齢寡婦については、一部

負担金相当額等を保険医療機関等に支払うものとする。 

２ 前条第１項に規定する方法により福祉医療費の助成を受ける第３条

第２項第２号に規定する障害３級該当者については、自己負担金を保

険医療機関等に支払うものとする。 

２ 前条第１項に規定する方法により福祉医療費の助成を受ける第３条

第２項第３号に規定する障害３級該当者については、自己負担金を保

険医療機関等に支払うものとする。 

   付 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例の施行の日前に受けた医療に係る福祉医療費の助成につい

ては、改正後の甲賀市福祉医療費助成条例の規定にかかわらず、なお

従前の例による。 

 

 



議案第２０号  

甲賀市消防団条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を提出する。  

   令和４年２月１７日  

                      甲賀市長  岩 永 裕 貴  

 

 



   甲賀市消防団条例の一部を改正する条例  

 甲賀市消防団条例（平成１６年甲賀市条例第１７９号）の一部を次のように改正

する。 

 第１４条第１項中「基本団員」を「団員」に、「別表第１に定める額」を「年額

報酬及び出動報酬」に改め、同条第２項中「前項に規定する報酬は、」を「基本団

員には、年額報酬として別表第１で定める額を」に改め、同条第３項を次のように

改める。 

３ 基本団員が水火災等及び訓練のために出動したとき若しくは公務により研修会

等に出席したとき又は支援団員が水火災等及び訓練のために出動したときは、出

動報酬として別表第２で定める額を支給する。 

 第１５条第１項を次のように改める。 

  団員が公務のため旅行したときは、費用弁償として旅費を支給する。 

 第１５条第２項中「前項に規定するもののほか、団員が、公務のため旅行したと

きは」を「旅費の額及びその支給方法については」に、「例により支給する」を「例

による」に改める。 

 別表第１及び別表第２を次のように改める。 

別表第１（第１４条関係） 

年額報酬 

区分 金額（円） 

団長 ８２，５００ 

副団長 

方面隊長・隊長 

６９，０００ 

副隊長 

分団長 

５０，５００ 

副分団長 ４５，５００ 

部長 ３７，０００ 

班長 ３７，０００ 

団員（支援団員を除く。） ３６，５００ 

別表第２（第１４条関係） 



出動報酬 

区分 金額（１回につき）（円） 

出動 水火災等（４時間未満） ４，０００ 

水火災等（４時間以上） ８，０００ 

訓練 ２，５００ 

公務 研修会等 ２，０００ 

   付 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



1/2 

議案第２０号参考資料 

甲賀市消防団条例新旧対照表 

改正案 現行 

（報酬） （報酬） 

第１４条 団員  の報酬は、年額報酬及び出動報酬とする。 第１４条 基本団員の報酬は、別表第１に定める額  とする。 

２ 基本団員には、年額報酬として別表第１で定める額を毎年１２月に

支給する。ただし、特に必要があるときは、この限りでない。 

２ 前項に規定する報酬は、                          毎年１２月に

支給する。ただし、特に必要があるときは、この限りでない。 

３ 基本団員が水火災等及び訓練のために出動したとき若しくは公務に

より研修会等に出席したとき又は支援団員が水火災等及び訓練のため

に出動したときは、出動報酬として別表第２で定める額を支給する。 

３ 支援団員には、報酬を支給しないものとする。 

（費用弁償） （費用弁償） 

第１５条 団員が公務のため旅行したときは、費用弁償として旅費を支

給する。 

第１５条 基本団員が水火災等及び訓練のために出動したとき、若しく

は公務により研修会等に出席したとき、又は支援団員が水火災等及び

訓練のために出動したときは、別表第２に定める額を費用弁償として

支給する。 

２ 旅費の額及びその支給方法については                        、

甲賀市職員の旅費に関する条例（平成１６年甲賀市条例第４１号）の

例による        。 

２ 前項に規定するもののほか、団員が、公務のため旅行したときは、

甲賀市職員の旅費に関する条例（平成１６年甲賀市条例第４１号）の

例により支給する。 

別表第１（第１４条関係） 別表第１（第１４条関係） 

年額報酬 

区分 金額    （円） 

 

区分 

 

報酬年額（円） 
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団長 ８２，５００ 

副団長 

方面隊長・隊長 

６９，０００ 

副隊長 

分団長 

５０，５００ 

副分団長 ４５，５００ 

部長 ３７，０００ 

班長 ３７，０００ 

団員（支援団員を除く。） ３６，５００ 
 

団長 ８２，５００ 

副団長 

方面隊長・隊長 

６４，０００ 

副隊長 

分団長 

５０，５００ 

副分団長 ４５，５００ 

部長 ３７，０００ 

班長 ３７，０００ 

団員（支援団員を除く。） ３６，０００ 
 

別表第２（第１４条関係） 別表第２（第１５条関係） 

出動報酬 

区分 金額（１回につき）（円） 

出動 水火災等（４時間未

満） 

４，０００ 

水火災等（４時間以

上） 

８，０００ 

訓練 ２，５００ 

公務 研修会等 ２，０００ 
 

費用弁償 

区分 金額（１回につき）（円） 

出動 水火災等      

   

 

 

１，９００ 

訓練 １，６００ 

公務 研修会等 １，６００ 
 

   付 則  

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

 



議案第２１号  

甲賀市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定について  

上記の議案を提出する。  

   令和４年２月１７日  

                      甲賀市長  岩 永 裕 貴  

 

 



   甲賀市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 甲賀市消防団員等公務災害補償条例（平成１６年甲賀市条例第１８１号）の一部

を次のように改正する。 

 第３条第２項ただし書を削る。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金である障害

補償若しくは遺族補償を受ける権利は、この条例の施行の日以後も、なお従前の

例により担保に供することができる。 

  



1/1 

議案第２１号参考資料 

甲賀市消防団員等公務災害補償条例新旧対照表 

改正案 現行 

（損害補償を受ける権利） （損害補償を受ける権利） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえ

ることはできない。                                             

                                                              

                                                     

２ 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、又は差し押さえ

ることはできない。ただし、傷病補償年金又は年金である障害補償若

しくは遺族補償を受ける権利を株式会社日本政策金融公庫又は沖縄振

興開発金融公庫に担保に供する場合は、この限りでない。 

   付 則  

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金

である障害補償若しくは遺族補償を受ける権利は、この条例の施行の日

以後も、なお従前の例により担保に供することができる。 
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